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低開発国における人的資源開発について
? ? ?
日次
序
E 経済発展と人的資源開発に関する諸理論
E 低開発国における教育と経済発展
lV 人的資源における開発政策の課題
V *5ヨ小n 口p
序
1970年代に入ってからの東南アジア諸国の経済開発計画は1960年代とは
異なった共通の特徴がみられる O これらを整理すると，
第 lに，開発理論の変化に対応して，国際収支の圧迫から国内市場指向
的，輸入代替的工業化から海外市場指向的，輸出工業化へと工業化の市場
指向がはっきりと変化してきていること己
第 2に，開発の新たな局面に入って各国ごとに開発のあらわれ方が具っ
てきていること O
第3は，いずれの国も過去の開発努力のひずみとして生じた産業別・所
得階層別あるL、l土地域的所得格差が拡犬して政治問題化しており，現行の
li司発計画iで-は所得分配の公正化，地域開発の重視の)jj九を打ち出している
ことで、あるO
第4に経済開発計画を経済社会開発計画と呼びかえている例にみられる
ように，総合的な社会の変革としてとらえられてきており，制度的諸改革
や教育面が重視され件障のi斤及キャンペーン等の社会教育三|両や学校教育
に力点がおかれてきていることである O
12-1 第11号(経済・経営学編)
第 5は，従来から農業部門は食料の自給といった側面から重視はされて
きたが、急速な工業化のもたらした種々の問題点の反省から総合的に農業
開発が見直され重視されてきていること C
第 6~ま‘ 11三用の拡大lっこれは，一部では工業部門において労働集約的技
術や産業を重視している計画もあり‘農業部門での雇用拡大を志|司してい
る計画もある O
第 Hこ，外国民間直接投資を歓迎する方針を打出していること O
後進国の経済発展は，後進国の実状からして，人的資源の開発のみによ
って簡単にかたづけられるものではない。なぜなら経済発展というもの
は，社会的，文化的，政治的，経済的諸変化の総合としてさらに相互にか
らみあいながら行なわれるもので，それがさらに諸変化を促進するという
ものだからである O いわば経済発展の原動力としての諸要素は補完性効力
をもち，分割して強調しがたし、からであるD しかし，経済発展のにない手
であり，主体となるものは，あくまで人間であるo
以上が，開発計画にみられる特徴であるが，具体的には，今日の低開発
国における重大な問題の 1っとして，失業問題があげられるO その中で，
特に注目されるのは，高等教育を受けた青年層の失業が増加していること
であるO 低開発国では初等教育の普及に力を注いだが，初等教育の拡大率
よりも中高等教育の拡大率の方が高い。しかし中高等教育卒業者が望む
近代化部門のホワイトカラーや専門職養成の雇用は教育の普及に見合って
増えず，高等学歴者の失業が増大する結果となった。
この事は，低開発国が，先進国の教育のパターンをそのまま模倣したた
め，経済の必要と‘教育の out-putとのあいだに‘深刻な不適応が生じた
ことになり， JlIlち，教育計両と経済発展計画iとの調整が司 うまくいってい
ないことを才長している O
この小論においては，こうした教育を含む人的資源開発の問題を，特に
H. Myintの経済発展と教育に関する論文を中心にして，人的資源が経済
発展にどのような影響をもたらすかを考えてみたい。
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H 経済発展と人的資源開発に関する諸理論
一般に経済発展の基本的要因としては資本蓄積，技術進歩，人口成長等
があげられるが，低開発国における実質的な経済発展を考える場合には，
1人当たりの実質的生産性の上昇を確実に進めることであろう O この実質
的生産性の上昇は，積極的な要因即ち資本蓄積，技術進歩などであり，一
方，それらを受け入れる要因即ち社会制度，市場構造，社会的間接資本な
どであり，従って，社会が，技術進歩に対してどの程度の吸収能力がある
かということと，企業者がこの技術進歩にもとづいて資本投下しようとす
る意欲がどれだけ旺盛かということでもって経済成長が決定される O
しかしながら，こうした低開発国の経済発展において，開発の原動力は
人間である以上，高度な知識をもっ人的資源は不可欠で、ある O
このことは低開発国の経済開発を研究している多くの経済学者が指摘す
るところで、ある。
例えば， A. O. Hirshmanは，経済発展開題に関する膨大な研究は 1つ
の失望すべき結果に終わっている O それは多くの要因や条件，障害や前提
条件について，つぎつぎに膨張するリストをつくったにすぎない。研究方
向ふ十分に客観的，実体的かつ量的な現象から主観的，無形的，非可測
的な現象へと次第に移行している O 長い間，恐らく 1929年までは，また確
実には1914年まではある国の経済発展の可能性が検討される場合，天然資
源が議論の中心vこ置かれた。その後次第に資本，すなわち人間のつくった
定量化能な実体が，発畏の主要因であると考えられるようになった。いま
でもなお，低開発諸国が自力または外国からの援助で十分な資本を獲得し
うるならば，彼らは「その住事を完遂できる」であろう，とし、う考え方が
広く行きわたっている O しかし，資本の戦略的重要性に対するこの信念も
加速度的に崩れつつあるつ現在，公の報告を見ると，経済発展の近因とし
て，企業者能力や管理能力の供給が，資本供給と少なくとも同程度の重要
な地位を占めるようになっている O また，生産要因としての人間に対する
投資や，物的な資本財には含まれない改良された技術の導入のような「新
126 第1号(経済・経営手編)
種投入物J(nonconventional inputs)の貢献も強調されている刊と，低開
発国開発問題として，人的資源の開発を重視している O 叉， G. Myrdalは，
南アジアその他の低開発地域の計画化の大半および発展に関する経済学の
文献の大半が，依然として物的投資法発展の推進力であるという概・念を基
礎としているのに対し今日ますます多くの経済学者がこの見解を批判
し特に低開発諸国の発展を主に教育の過程としてみなすようになってき
た，と指摘し又，教育の分野において努力を行うべきでないというつも
りはないし物的投資の重要性を否定するつもりはなし、。われわれがし、い
たいのは，要するに経済的変動がそのなかで，作用を及ぼす制度的枠組を
十分に考慮に入れない分析，かつまた本質的に異なる諸活動を集計しなが
ら，他方でこれらの活動を他の対随的活動から分離するような分析は，皮
相的であるばかりでなく，誤ちをおかさざるをえない 2ぺと指摘し，物的
資本への投資に偏重している乙れまでの低開発国開発理論を改め，人的資
本への投資の重要性も主張するのである O その他にも，低開発国の開発問
題を研究している多くの経済学者によって，人的資源を強調している 3〉O
このように，低開発国の開発問題を考える場合に，教育が経済の発展に
与える影響を重視していることは， H. Myint も同様に主張している O 例
えば，現在では，低開発国が資本を吸収し，それを生産的な方法で利用す
るに当って適切な制度上・生産上の枠組もしくは必要な技術者をいまだに
有していないのであれば，低開発国tこ多量の資本を投入しでもそれは必ず
しも発展過程を首尾よく開始させるものではない，ということがますます
認識されつつある O このように現在では，物的資本への投資から， r人的
1) Albert， O. Hirshman: The Strategy of Economic Dewiopment， 1958， p. 1 
小島清監修，麻田四郎訳「経済発長の戦略」巌松堂，昭和37年， p.3 
2) G.恥1yrdai: A.sian Drama-An Inquiry into the Poverty of Nations， 19i1 
板垣真一監訳「アジアのドラマ(下)J東洋経済新報社 1974p. 430 
3 )古くは A.Smith (An Inquiry into the Nature and Causes of the ¥Vealth 
of Nations; 1776)， A. Marshall (Principles of Economics; 1890， 8ed.， 1920) 
カミら K. E. Boulding (Principles of Economic Policy; 1958)， T. W. Schultz 
(The Economic Value of Education; 1963， etc.) 
低開発r'51:こおげる人的資源開廷について 127 
資本への投資」へと，また低開発国住民の肉体労働の動員から頭脳労働の
動員へと重点が移行している，と指摘しさらに，教育は低開発国におけ
る経済発展の主要な欠落要因であり，また「人的資本への投資」は量的に
計測可能な非常に高い収益率をもたらずであろうとの見解が支配的になっ
ている，と指摘する 4〉O しかしながら，これらを強調するあまり， Myint 
のいう 「当を得ていない具体性の誤謬J(fallacy of misplaced concrete-
ness) に陥入り，実際に多くの低開発国i工，大学卒業者については相対的
な供給過剰にありながら，中級の技能職を充たすような人々が極めて不足
しており，叉，人的資源の浪費の結果も生み出している O
このように Myintは，先進国とは状況の違う低開発国に直接置きかえ
ようとする危険性に若目しているのである O 又， Myrdal も|司様に批判し
ている 5}O
次節でほ，以上のような低開発国における人的資源開発の問題点を，
Myintの理論を中心にして展開していく。
皿 低開発国における教育と経済発展
低開発国には，前述したように技術をもっ人材不足の問題と，伝統的社
会に特有な過少雇用による労働力過剰の問題がある O こうした労働力不足
と同時に過少雇用による労働力過剰の事態に対処することは，低開発国に
おける人的資源開発の重大な課題である O
ところで，最近の教育計画に関する論議の背後にある理論的モデ、ノレは，
4) H.民1yint:Ecリ110m1じ TheωyanJ the 'Underdeveloped Countries， 1971， Oxford 
Universi ty Press渡辺利夫他訳「低問主ほの経済理論J1973，東洋経済新報社 p.
223 
5) G. Myrdal i土TheChaiienge of ¥Vorld Poverty; 1970 (太来佐武郎監訳， i貧
困からのいえJRダイヤモンド社〉において、高度に発展した諸3の研究から得ら
れた“理論"を類推によって，条件があらゆる点においてまったく異なっている後
進国に移したにすぎなかった。……「すべての低開発国の教育問題で要求されてい
る主民な改革は質的性格のものなのである斗教育の改革は，なによりも教育の量と
くにたんに財政支出によって測定しうるごときものに関係ないのである，と教育の
本質:市役割を問題とした、卜笠宮な+~}I戸jをしている。 p. 1¥i5 
120 治11~} (経済・経営手制)
一定の目標経済成長率から出発し，教育に関する投入と産出との間に固定
的な技術係数を仮定した上で，与えられた経済成長率を持続さぜるため
に，どの程度の各種技術者が必要であるかを推定するのに用いられる O 即
ち，あらかじめ検討された一定の目標成長率のもとで、人的資源の配分と利
用を行う，消極的な教育政策である O
このような所定の経済構造にきっちりと当てほめて，不足構成分子
(missing component) だけを正確に計測し，供給することによって教育
の拡大ができるのは，政治的独立直後の低開発国において，多くの政府機
関や，技術を要する職場から外国人が去り，その結果生まれた労働力ギャ
ップを早急に国民に対する教育訓練でもって補填しえたことによるもので
ある。しかしながら今日の状況は独立直後のそれとまったく異なってい
るO すなわち，国外に去った退去者後の空白をうめるため，国民に仕事を
再配分すれば良いというような気楽な時期はもはや過ぎ去ったといえる。
したがって，今後の大学卒業生も含め教育を受けた人々の就学機会の増大
は主としてその国の経済成長率そのものに依存せざるをえない 6〉O
しかし今日では，経済発展を促進するための手段として教育の普及を
めざしてきた教育拡大計画と人口の急増などが，多くの低開発国では大学
卒を含める教育を受けた者を大量に創り出し，結局は知識階層間での失業
を増加させた。
低開発国では，一見矛盾にみえる 2つの教育制度に関する欠陥が同時に
存在しているO 第 1に，大学卒の失業者が増加しているにもかかわらず高
度の技術を要する有能な企業家や公務員が不足していることと，第 2に大
学教育や高等教育をうけた者が相対的に過剰である一方，中級技術者やブ
ルーカラ一層が相対的に不足していることであるD
このような現象は，どちらも基本的には資源配分の誤りに起因するもの
であり，そしてこの資源配分の誤りは， Myintのいう「当を得ていない具
体性の誤謬」によって助長されたものであるcなぜならば現在のほとんど
の低開発国のそれは，まずは目標とする経済成長率を決めたうえで，それ
6 ) H. Myint: Econornic Theory and the Underdeveloped Countries， 
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から日標達成のために必要な資源是を求めようとするからである O そうい
うことで低開発r'EH土円標経済成長不を達成しようとして，もっぱら怪済開
発の構成 i二での「不足構成分子」を調達するとし、う純技術的な問題に専念
し，そのために物的ならひ、に人的資本形成のうえにおいて，経済成長率を
高めるためには，利用可能な資源をいかに配分すればよいのか，といった
基礎的な経済問題をあいまいにしていると思われる O したがって，低開発
国の経済成長を促進するための子段として，教育の普及をめざす教育拡大
HI-両は‘人的資本に対する投資の効率性や重要性をうんぬんしようという
ことでなく，それらの悶々の経済構造に効率よく吸収され得るように，人
的資本iこ対する投資をどのように配分すべきかという現実的な問題に重点
を対かなくてはたらなL、。そうでなげれぽ，投資の対象を選び間違えた
ら，その結果l工白分で臼分の首を絞めることになりかねないからである
つO
例え¥1教育制度に関する 2つの基本iYJな欠陥の第 1に，大学卒の失業苫
が増えているtx:面，有能な企菜家や公務員が不足しているのは才能のある
人間が少いからで吐江く司七ー能な人!日jを見い出し，そしてその潜在能))を
完全に発何させることのできない教育制度に以悶があるからである O これ
は総折的にいえば，いわば教育制度白体に問題があって教育計画をあまり
P拡張し過ぎたせいかもしれなし、。ともかく有能な教師や内容のよい教育
設備がともなわないうちに，教育拡大計画iを急速に行い，その結果ひいて
は，教育水準の低下を招き，能力のある学生は多くの平九な学生の中に埋
没し，能力を充分発障できる機会を失わせたのではないか。さらに第2の
高等教育を受けた者が過剰で，その反面中級技術者やブ守ルーカラー層が不
足している一見矛盾した状況は学生および父兄の側では高等教育を受けれ
ぽ立身出世の寄り所が求められるし，そして後日良い仕事や I人当たりの
平均味得水準より数出もよ':jl、生活をエンジョイすることができる欲求によ
ってもたらされるからであろう c したがって，大学守斗走者をやたらにつく
る一方， I j1殻長術-苫をごくわずi'F¥しかっくらif仁L、という偏向が'tじるのも
当然であるQ ミのことは、大学卒;謀者に有利となる上層に厚い賃金体系に
130 市11号(経済・経常学編)
よって，あるいは低開充同の知的階級の同で，将止とへのJiJH与増大によるエ
リート立識によって強められ，経済発展を促進する乙とになるようなより
遅択的で，かつ機能的な教育政;衣を採!-Jし得る悶家政策があまりなかった
からであろう O しかも一般の経済成長率よりも速いテンポで大学卒業者を
増やした時，これらの人々を吸収しつづけられる凶ははたしてあろうか。
このまま「当を得ていない具体性の誤謬」によって助長されている現在の
教育拡大パターンを維持していけば，多くのほ開発国においては，必ず、大
学卒業者の失業問題が社会的不J去を，)Iきおこし，ひいては政治的緊張を引
きおこす1]'能性が大いにあると忠われる q このJ点!
り憂(慮革しているO
W 人的資源における開発政策の課題
経済発展における教1)供給の正本的役割は， i人的資本形成」であり，
「人的資 iit;~開発」である o この点から，げくに F. H. HarbinsOIl7)の人的
資源開完にl対する北本的課題をここに紹介してみよう O 要約すると，次の
ようである O
まず第 1に低開発!司における人的資源開発の問題l，l:，決定的な技術者不
足 (1句度マンパワーの不足〉と同時に，労働力過剰に対処するものでなけ
ればならなし、そのためには近代化の進んだ面と，前近代的面という社会
の二重構造の克服が必要である O 第2点としで経済発展は，経済的過程で
あると同時に政治的過程であり，従って，人的資源開発は，この二重の要
請にこたえねばならない。第3i乙戦略的人的資本の蓄産率は，常に全体
の労働力の増加を上回るものでなければならない。また，人的資本の増加
率は，経済成長率をこえるものでなければならなし、。第4に，人的資源開
発戦略の基本要因として
a)適切な動機づけの確立(観念の変革〉
これは，近代化の過保iこ必要な技術を身につけ七産活動に従事する
7)F.H.IT日rbinsoll， “The Str~t{'gy けfIIllm江口氏e的 nrce Dc¥'e!<lpJllent in 
MりdernizingEcol1omies， O. E. C. D. Repけrt1 ~()~ 
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積極的立欲，態度を育成することであるD 教育の発展も経済成長とかな
らずしも直接の関連をもっ訳ではなく，この動機づけが媒介項となるO
b)既就業マン・パワー (employedmanpower)の訓錬
即ち，既就業者に対する教育訓練は，経済発展という観点から，もっ
とも手っとり早く効果的な方法であるが，低開発国では，この面がきわ
めて不振である。そのためには
i )教育訓練の責任を雇用機関たる企業に大幅iこ移譲する O この目的に
政府がまず率先し， f~、企来，外 [11系企業、ならびに技術援助の効果を
フルに活用する O
i i 外l:r<l人の利用，技術援助の利用を，この観点から考える O 技術援助
の日的は，外l吋人にとってかわるべき現地人を訓練，育成することに
あるとし、う認識を徹底させる J
c )学校教育の合理的発展
これiこは， まず
i ) I!'等教育への投資とその発民を優先させるO
ii)新しい教育技術・方法をくふうすることによって，初等義務教育費
を最低限におさえ，それが，中古~ .高等教育への投資を侵蝕すること
のないようにする。
ii)高等教育の分野では， '11問段階の技術教育およひ、大学におけるElLr.
系の投資を優先させる O
第5に以上を通じて，先進国からの借り物の教育観念を変革し，それぞ
れの発展段階に教じた教育・訓練体系を確立する O 第6に人的資源開発の
努力が総合的に進められるよう政治組織の総合化をはかる O 第 7に外国人
からの援助に当たって，そのエキスノJートたちは，人的資源開発の努力を
分断させる方向に作用しがちである D いわゆる「援助競争」は排除されな
ければならない。第 8Vこ以上のような人的資源開発戦略の樹立と遂行にあ
たる総合計画会議をi却する O またこのような戦略家の養成をはかる O
以上が Harbinsonの経済発展と人的資源開発についての基本的課題で
あるが，しかし，低開発凶といっても， 1司によって，経済発展のレベルが
l~:? :正¥1号(経済・経常、7編〕
違い，従って m乱npowerに対する';i，f'fの性格もよ主うし叉， manpowerの
供給という点においても，教育充民のJ1主!とも迎えば，教有体系の構造もそ
れぞれ呉なる O 従って，低開発l:rl に共通する一連の~SI'1ゃ課題がそれぞれ
国の政治や経済，さらに文化の特有な要請のrl1で，具体的な姿を現わして
いるかを検討することが重要となる O これらが明らかにされてはじめて，
それぞれの閃におげる人的資問開発の些礎(内条件も明碓になるし，開発戦
略の方向も催定されるであろう O
以上みてきたように学校教育の重史竹;ば、その同がおかれている清副や
環境によって児なる O 日!lち，先進l司の場二二は， :&務教育はすて、は普及して
おり，今後の教育政策のIJ'L."土司義務教育の:il'-I誌の延長と，中等教育の完
成‘さらに高手教育の廿7;I.， 特に・ JEfl.L系学H.の充夫などの方向への努力
が必要であるのに対して低開発日lの場合は， 1ド等教育，高等教育の充実と
共iこ，--)jでほ文官半が布いためと，義務教育の普及によるI氏の知識水
準の向 iこをはることである Q
日!lち，近代的教育;¥J1j皮をまず確立し‘それにもとづいて，初等教育の義
務化，さらに[11等教育の完成，品等教育の充実，といった一連の教育制位
を樹立するミとにある O そのためには，1と別間にわたる教育投資が必要と
される O 父， {1:¥";開発闘は，技能労働者が不足しているため，経済発肢が逆
行するにつれて，技能労働者の需要が高まることは必至であるため深刻!な
技能労働者不足に直面する O 従って，重要なことi工この技術訓練の拡充
は，訓練に必要な施設， ;0: fij等の整制j拡充が行われるだけでなく，技能労
働者を養成する職菜訓練を，社会的制度として確立すべきであろう O 又，
さらに，人的資源開発においては，国際的技術教育の導入も必要であるO
V 結 語
1R開発問の経済発展は，実状からい η て人的資源の開発のみによって簡
qiにかたづけられないにLても，非常に重要であるという一般的な見解で
は， ~Iyint の主張とは違わないが，慌が指摘するのは，教育拡張に関する
最近の論議に基本山Jな理論的欠陥があって，その欠陥から今日の多くの低
低開発国における人的資源開発について 133 
開発国にみられた人的資源配分のミスによる人的資源の損失を大きくした
ところにある己即ち彼のいう理論的欠陥とは「そればいつも所与の経済成
長本の日程jから出発する点であり，また，技術的に必要な投入量と治生産
高との固定的な技術係教を基礎に，その目標成長率を達戒するために必要
な耐久資本財及び技術者，つまり径済開発の構成上での「不足構成分子」
を調達するとL、う純技術的問題iこ，もっlまらかかわっている点であるG そ
のために物的ならびに人的な資本形成のうえにおいて， ~歪済成長率を高め
るためには，利用可極な資涼をいかに配分すればよいか，といった基礎的
な経済問題をあいまいにしている O
即ち， i氏開発国の経済発展にとって，人的資源の開発の重要性のみを強
調し政策的配慮をこの万面に集rするだけでなく，人的資源の適正な
allocatiollに移さなけ-hばならなくなったのである。
(1975午4月初日)]見梢〉
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